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第８ 共同住宅用スプリンクラー設備 

 

１ 主な構成（第 8－1図参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第 8－1図】 

 

２ 加圧送水装置 

加圧送水装置（圧力水槽を用いるものを除く。）は、次によること。 

 

⑴ ポンプを用いる加圧送水装置 

ア 設置場所 

設置場所は、17号告示第２第12号⑴に規定する「点検に便利で、かつ、火災等の災害による被害を受けるおそ

れの少ない個所に設けること」は、第４章第２屋内消火栓設備３⑴を準用すること。 

イ 機器 

機器は、17 号告示第２第 12 号において準用する省令第 14 条第 1 項第 11 号（ハ(ｲ)を除く。）の規定によるほ

か、第４章第２屋内消火栓設備３⑵を準用すること。 

ウ 設置方法 

設置方法は、17 号告示第２第 12 号において準用する省令第 14 条第 1 項第 11 号（ハ(ｲ)を除く。）の規定によ
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るほか、第４章第２屋内消火栓設備３⑶を準用すること。 

エ スプリンクラーヘッドにおける放水圧力が 1.0MPa を超えないための措置 

17号告示第２第 12号において準用する省令第 14条第 1項第 11号ニに規定する「スプリンクラーヘッドにおけ

る放水圧力が 1.0MPa を超えないための措置」は、第４章第２屋内消火栓設備３⑷（ウを除く。）を準用すること。 

 

⑵ 高架水槽を用いる加圧送水装置 

ア 設置場所 

17号告示第2第 12号⑴に規定する「点検に便利で、かつ、火災等の災害による被害を受けるおそれの少ない個

所に設けること」は、第４章第２屋内消火栓設備３の２⑴を準用すること。 

イ 機器 

機器は、17 号告示第 2 第 12 号において準用する省令第 14 条第 1 項第 11 号（ハ(ｲ)を除く。）の規定によるほ

か、第４章第２屋内消火栓設備３の２⑵を準用すること。 

ウ 設置方法 

設置方法は、17号告示第 2第 12号において準用する省令第 14条第 1項第 11号（ハ(ｲ)を除く。） の規定によ

るほか、第４章第２屋内消火栓設備３の２⑶を準用すること。 

エ スプリンクラーヘッドにおける放水圧力が 1.0MPa を超えないための措置 

17号告示第 2第 12号において準用する省令第14条第 1項第 11号ニに規定する「スプリンクラーヘッドにおけ

る放水圧力が 1.0MPa を超えないための措置」は、第４章第２屋内消火栓設備３の２⑷を準用すること（３⑷ウを

除く。）。 

 

３ 水源 

水源は、省令 40号第 3条第 3項第 2号ニの規定によるほか、第４章第２屋内消火栓設備４を準用すること。 

 

４ 配管等 

配管、管継手及びバルブ類（以下この項において「配管等」という。）は、17号告示第２第11号において準用する

省令第 14条第 1項第 10号（各号列記以外の部分に限る。）の規定によるほか、次によること。 

 

⑴ 配管 

配管は、第４章第２屋内消火栓設備５⑴を準用すること。 

 

⑵ 管継手 

管継手は、第４章第２屋内消火栓設備５⑵を準用するほか、消火設備用巻出し管継手は、金属製管継手等告示に

適合するもの若しくは認定品のものとすること。● 

 

⑶ バルブ類 

バルブ類は、第４章第２屋内消火栓設備５⑶を準用すること。 

 

⑷ 配管内の充水 

配管内には、補助用高架水槽又は補助ポンプにより常時充水しておくこと。 

この場合の補助用高架水槽又は補助ポンプは、第２屋内消火栓設備５⑷（ア(ｱ)及び(ｳ)を除く。）を準用するほ

か、次によること。 

ア 補助用高架水槽から主管までの配管は、呼び径 40Ａ以上のものとすること。 

イ 補助用高架水槽の有効水量は、0.5 ㎥以上とすること。 

ただし、当該水槽の水位が低下した場合に呼び径 25Ａ以上の配管により自動的に給水できる装置を設けた場合

には、当該水量を 0.2 ㎥以上とすることができる。 

 

５ スプリンクラーヘッドの設置 

スプリンクラーヘッドの設置は、省令 40 号第 3 条第 3 項第 2 号ロ及びハ並びに 17 号告示第 2 第 1 号の規定による

ほか、次によること。 

 

⑴ 省令 40 号第 3 条第 3 項第 2 号ロに規定する「収納室（室の面積が 4 ㎡以上のものをいう。以下この章において



尼崎市消防用設備等審査基準 

第５章 特定共同住宅等                         第８ 共同住宅用スプリンクラー設備 

- 68 - 
 

「収納等」という。）」には、収納庫、物入れ及び押入れを含むこと。（第 8－2図参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第 8－2図】 

 

⑵ メゾネット型住戸等のメゾネット部分の階層が 11 階以上の階となる場合については、当該メゾネット型住戸等全

体にスプリンクラーヘッドを設置すること。（第 8－3図参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第 8－3図】 

 

⑶ 小区画型ヘッドの設置 

ア 17 号告示第 2 第 1 号⑵の規定に「デフレクターから下方 0.45ｍ以内で、かつ、水平方向の壁面までの範囲に

は、著しく散水を妨げるものが設けられ、又は置かれていないこと」とされているが、天井面下 0.5ｍまでの範

囲を有効に濡らすことが必要であることから、当該範囲には、著しく散水を妨げるものが設けられ、又は置かれ

ていないこと。▲（第 8－4図参照） 

イ 17 号告示第 2 第 1 号⑵に規定する「壁面」とは、小区画型ヘッドから水平方向の壁、はり又はたれ壁をいうも

のであること。 

ウ 天井に設ける家庭用照明器具等は、17 号告示第 2 第 1 号⑵に規定する「著しく散水を妨げるもの」には、含ま

れないものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

【第 8－4図】 

 

エ 配置形 

小区画型ヘッドの配置は、原則として格子配置（正方形又は矩形）とすること。▲ 

なお、17号告示第2第 1号⑶の規定に「防護される部分の面積が13㎡以下となるように設けること」とあるこ

とから、一のヘッドあたりの防護面積が広く、かつ、単位面積当たりの散水量が低下する千鳥配置は行わないこ

と。（第 8－5図参照） 
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   （格子配置の例） 

 

 

 

 

 

【第 8－5図】 

オ 周囲の環境 

換気口等の空気吹出口から 1.5ｍ以上離れた位置に設けること。▲ 

カ 相互間隔 

小区画型ヘッドは、スプリンクラーヘッド相互の設置間隔が 3ｍ以下とならないように設置すること。▲ 

ただし、設置上 3ｍ以上離すことができない場合であって、当該ヘッドに被水防止板の設置、又は、製造者等

の仕様書、取扱説明書等により、当該ヘッドの散水パターンを確認の上、隣接ヘッドが濡れない距離とするなど

の措置が講じられている場合は、この限りでない。 

キ はり、たれ壁等がある場合 

はり、たれ壁がある場合は、第４章第３スプリンクラー設備７⑹を準用すること。 

ク 著しく散水を妨げるものがある場合 

著しく散水を妨げるものがある場合は、第４章第３スプリンクラー設備７⑻を準用すること。 

ケ 傾斜天井等の配置間隔 

傾斜天井等の配置間隔は、第４章第３スプリンクラー設備７⑼を準用すること。 

 

６ 制御弁 

制御弁は、17号告示第２第 2号の規定によるほか、次によること。 

 

⑴ 17 号告示第２第 2 号⑵に規定する「みだりに閉止できない措置」は、第４章第３スプリンクラー設備８⑶を準用

すること。 

 

⑵ 17 号告示第２第 2 号⑶に規定する「共同住宅用スプリンクラー設備の制御弁である旨の表示」は、地色と文字の

色が相互に対比色となる配色とし、文字が明確に読みとれるものとし、気候等の環境変化により容易に劣化、変色、

退色、変形等が生じないものであること。▲（第 8－6図参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第 8－6図】 

 

⑶ 17 号告示第２第 2 号⑶に規定する「住戸、共用室又は管理人室のものであるかを識別できる標識」とは、住戸、

共用室又は管理人室の制御弁に各々標識を設置することをいう。（第 8－7図参照） 

 

 

 

 

 

 

【第 8－7図】 
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７ 自動警報装置 

自動警報装置は、17号告示第２第 3号の規定によるほか、次によること。 

 

⑴ 流水検知装置は、呼び径 40以上のものを用いること。▲ 

 

⑵ 発信部に流水検知装置を用いる場合は、次によること。 

ア 流水検知装置をパイプシャフト、パイプダクトその他これらに類するものの中に設置する場合は、ガス機器及

びその配管と混在させないこと。 

ただし、当該流水検知装置に防爆工事等の安全措置を講じた場合を除く。 

イ 一のメゾネット型住戸等に設置する流水検知装置は、一の流水検知装置を設置することで二の階を受け持つこ

とができるものあること。 

 

⑶ 受信部（表示装置） 

表示装置を設ける場合は、次によること。 

ア 一の放水区域の面積は、各階ごとに行うものとした上で、1500 ㎡以下、一辺の長さは 50ｍ以下とすること。▲ 

ただし、次の(ｱ)から(ｴ)までのすべての基準を満たすものについては、表示区域の面積を 1500 ㎡以下とし、一

辺の長さを 100ｍ以下とすることができる。 

(ｱ) 共同住宅用自動火災報知設備が設置されていること。 

(ｲ) 共同住宅用スプリンクラー設備のスプリンクラーヘッドが開放した旨の信号を共同住宅用自動火災報知設備

の住棟受信機に表示すること。 

(ｳ) 一の放水区域が各階ごとに表示されること。 

(ｴ) 流水検知装置が設置されている住戸、共用室及び管理人室が識別できるよう表示されること。 

イ 表示装置の設置場所 

表示装置の設置場所は、17号告示第２第 3号⑷ロの規定によるほか、次によること。 

(ｱ) 17 号告示第２第 3 号⑷ロ(ｲ)に規定する「省令第 12 条第 1 項第 8 号に規定する防災センター等」とは、第４

章第１０自動火災報知設備４⑴アを準用（ただし書きを除く。）すること。 

(ｲ) 17 号告示第２第 3号⑷ロ(ﾛ)に規定する「管理人室に常時人がいない場合は、スプリンクラーヘッドが開放し

た旨の表示を容易に確認できる場所に設けること」は、次のいずれかによること。● 

ａ 常時人がいない管理人室の出入口が外部から容易に開錠できる構造であるもの 

ｂ 常時人がいない管理人室の出入口がスプリンクラーヘッドの開放時に、自動的に開錠する構造であるもの 

ｃ 常時人がいない管理人室内の表示装置が、スプリンクラーヘッドが開放した旨の表示を外部から容易に確

認できる場所に設けたもの 

ｄ ａからｃまでのほか、共用部分からスプリンクラーヘッドが開放した旨の表示を容易に確認できる場所に

設けたもの 

ウ 17 号告示第２第 3 号⑸に規定する「受信部のある場所相互間で同時に通話することができる設備」は、第４章

第１０自動火災報知設備４⑴オ（(ｱ)を除く。）を準用すること。 

 

⑷ 表示器 

表示器は、17号告示第２第13号の規定及び同規定においてその例によることとされる18号告示第３第10号によ

るほか、第９共同住宅用自動火災報知設備９を準用すること。 

 

⑸ 音声警報装置 

音声警報装置は、17号告示第２第 3号⑴及び⑹の規定によるほか、次によること。（第 8－1表参照） 

ア 共同住宅用受信機の主音響装置が、17 号告示第２第 3 号⑹ハに適合するものである場合、当該住戸、共用室及

び管理人室に設ける音声警報装置に該当するものであること。 

イ 音声警報装置は、音圧の音響効果を妨げる障害物のない位置に設けること。 

ウ 住戸、共用室及び管理人室以外の部分に設ける場合 

17 号告示第２第 3 号⑹ロイに規定する「有効に音声警報が伝わらないおそれがある部分」とは、メゾネット型

住戸等又は床面積が 150 ㎡を超える住戸、共用室及び管理人室をいう。 

したがって、当該住戸、共用室及び管理人室の部分には、補助音響装置（住戸、共用室又は管理人室にいる者

に対し、有効に音声警報を伝達するために、流水検知装置又は圧力検知装置からスプリンクラーヘッドが開放し



尼崎市消防用設備等審査基準 

第５章 特定共同住宅等                         第８ 共同住宅用スプリンクラー設備 

- 71 - 
 

た旨の信号を受信し、補助的に音声警報を発する装置をいう。以下この項において同じ。）を設置する必要があ

ること。● 

エ 住戸、共用室及び管理人室以外の部分に設ける場合 

(ｱ) 第４章第１４非常警報設備２⑾（カを除く。）を準用すること。 

(ｲ) 17 号告示第２第 3 号⑹ロ(ロ)に規定する「直接外気に開放された共用部分」とは、常時外気に直接開放され

ている部分から 5ｍ未満の範囲の部分をいうものであること。（第 8－8図参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第 8－8図】 

 

オ 音声警報音 

(ｱ) 音声警報音のメッセージは、次の例又はこれに準ずるものとすること。● 

ａ 火災が発生した住戸、共用室及び管理人室 

「火事です。火事です。火災が発生しました。安全を確認のうえ避難してください。」（男声） 

ｂ 出火階 

「火事です。火事です。○○で火災が発生しました。安全を確認のうえ避難してください。」（男声） 

ｃ 直上階 

「火事です。火事です。○階で火災が発生しました。安全を確認のうえ避難してください。」（男声） 

(ｲ) 前(ｱ)ｂ及びｃの「火災が発生した場所」は、具体的な住戸、共用室又は管理人室の名称、部屋番号、階層と

すること。● 

なお、特定共同住宅等の形態から、「火災が発生した場所」を容易に特定できる場合については、「この近

所」とすることができる。 

また、火災が発生した住戸、共用室及び管理人室は、音声警報メッセージの内容から発生場所を省略するこ

とができる。 

カ 音声警報を発する区域 

音声警報を発する区域（以下この章において「警報区域」という。）は、次によること。 

(ｱ) 階段室型特定共同住宅等 

ａ 17 号告示第２第 3 号⑹ニ(ｲ)に規定する「6 以上の階にわたらない部分」には、第 8－10 図の例に示すよ

う、メゾネット型住戸等が存する場合は、主たる出入口以外の階を含めないものとして、一の警報区域を設

定することとして差し支えないこと。 

ｂ 17号告示第２第3号⑹ニ(ｲ)の規定により、階段室型特定共同住宅等の警報区域として、一の警報区域に面

するエレベーター昇降路を含むこととされているが、エレベーター籠内又は各階のエレベーター昇降路部分

から水平距離 8ｍ以内に設置された住戸、共用室及び管理人室以外の部分に設ける音声警報装置により包含

され、かつ、警報区域が設定されている場合は、当該部分に音声警報装置を設置しないことができる。（第

8－9図参照） 
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【第 8－9図】 

 

   （階段室型特定共同住宅等の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第 8－10 図】 

 

(ｲ) 廊下型特定共同住宅等 

区分鳴動方式とし、次に示す鳴動方式とすること。（第 8－11図参照） 

ただし、この場合において 11 階以下の住戸、共用室及び管理人室に共同住宅用スプリンクラー設備又は共同

住宅用自動火災報知設備が設けられていること。 

ａ 火災が発生した住戸、共用室及び管理人室の存する階が 2 階以上の階の場合にあっては、出火階及びその

直上階 

ｂ 火災が発生した住戸、共用室及び管理人室の存する階が 1 階に存する場合にあっては、出火階及びその直

上階及び地階 

ｃ 火災が発生した住戸、共用室及び管理人室の存する階が地階に存する場合にあっては、出火階及びその直

上階及びその他の地階並びに 1階▲ 
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ａによる場合  ｂによる場合    ｃによる場合 

 

 

 

 

 

 

【第 8－11 図】 

 

【第 8－1表（特定共同住宅等に設置する音声警報装置）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 起動装置 

起動装置は、17号告示第 2第 9号によるほか、第４章第３スプリンクラー設備１０を準用すること。 

 

９ 試験弁 

流水検知装置又は圧力検知装置の二次側配管に設ける流水検知装置又は圧力検知装置の作動を試験するための弁

（以下この項において「試験弁」という。）は、17号告示第２第 7号の規定によるほか、次によること。 

 

⑴ 同一階に補助散水栓が設けられている場合の当該配管に設ける試験弁は、当該流水検知装置の検知流水量定数に

相当する放水性能を有するオリフィス等の試験用放水口を設ければ足りるものであること。 

 

⑵ 試験弁に接続する排水用の配管は、防火対象物の排水槽又は屋外等へ放流できるように設けること。▲ 

 

⑶ 試験弁は、流水検知装置と一体化されたもの又は流水検知装置の二次側配管より分岐して設けること。▲ 

また、接続する配管は、流水検知装置の放水機能試験に支障のないものとすること。 

 

⑷ 試験弁の二次側に設けるオリフィス口径は、小区画型ヘッドの放水性能を有するものとすること。 

 

１０ 送水口 

送水口は、省令 40号第 3条第 3項第 2号トの規定によるほか、次によること。 

 

⑴ 機器 

機器は、第４章第３スプリンクラー設備１２⑴を準用すること。 

 

⑵ 設置方法 

設置方法は、第４章第３スプリンクラー設備１２⑵（イ及びオを除く。）を準用するほか、次によること。 

ア 省令 40号第 3条第 3項第 2号トに規定する「消防ポンプ自動車が容易に接近することができる位置」とは、特

定共同住宅等のエントランスホール付近で、前面道路等から送水口の位置が容易に識別でき、かつ、ホースを容

易に接続できる位置とするなど消防活動に有効な位置とすること。● 

※直接外気に開放された共用部分は 

スピーカーの設置を省略できる。 
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イ 送水口に接続する配管は、呼び径 50Ａ以上とすること。▲ 

 

１１ 補助散水栓 

補助散水栓を設ける場合は、次によること。 

 

⑴ 第４章第３スプリンクラー設備１３を準用すること。 

 

⑵ 屋内消火栓設備を設置しなければならない特定共同住宅等で、11 階以上の階に共同住宅用スプリンクラー設備を

設置し、10 階以下の階を補助散水栓により包含し、かつ、補助散水栓使用時に、表示装置又は住棟受信機に加圧送

水装置の始動表示及び使用部分の表示ができる構造とした場合については、屋内消火栓を設置しないことができる。

（第 8－12図参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第 8－12 図】 

 

１２ 表示及び警報 

表示及び警報は、17 号告示第２第 3 号によるほか、次の表示及び警報（ベル、ブザー等）を防災センター等にでき

るものであること（17号告示第２第 14号の規定により総合操作盤が設けられている場合を除く。）。▲ 

ア 加圧送水装置の作動（ポンプ等の起動、停止等の運転状況）の状態表示 

イ 呼水槽の減水状態の表示及び警報（呼水槽に設けた当該水槽の有効水量が 2 分の 1 に減水した際に警報を発す

る減水警報装置によるもの） 

ウ 水源水槽の減水状態の表示及び警報（水源水槽に減水警報装置を設けた場合に限る。） 

エ 補助用高架水槽の減水状態の表示及び警報（補助用高架水槽に減水警報装置を設けた場合に限る。） 

 

１３ 貯水槽等の耐震措置 

17 号告示第２第 15号の規定によるほか、第４章第２屋内消火栓設備１０を準用すること。 

 

１４ 非常電源及び配線等 

非常電源及び配線等は、省令 40号第 3条第 3項第 2号ヘの規定によるほか、次によること。 

 

⑴ 非常電源等 

非常電源及び非常電源回路の配線等は、第４章第２２非常電源によること。 

 

⑵ 警報及び表示の非常電源の容量 

警報及び表示の非常電源の容量は、17 号告示第２第 8 号の規定によるほか、共同住宅用スプリンクラー設備を設

置する住戸、共用室又は管理人室の数が 5 未満である場合は、当該規定の例によらず、当該住戸等分の非常電源の

容量で足りるものであること。 

 

⑶ 常用電源回路の配線 

常用電源回路の配線は、第２屋内消火栓設備１１⑵を準用すること。 

 

⑷ 配線 
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非常電源回路、操作回路の配線、表示装置（住棟用受信機を設ける場合は受信機）から流水検知装置又は圧力検

知装置までの配線並びに流水検知装置又は圧力検知装置から表示器、音声警報装置及び補助音響装置までの配線は、

次によること。（第 8－14図参照） 

ア 非常電源回路 

耐火配線を使用すること。 

ただし、次のいずれかに該当する部分に設置する配線は、火災により直接影響を受けるおそれのない部分とし

て、耐熱配線とすることができるものであること。 

(ｱ) 準不燃材料の床、壁又は天井により隠蔽された部分 

(ｲ) メーターボックス 

(ｳ) パイプシャフトその他これらに類するもの 

イ 操作回路 

耐熱配線とすること。 

ウ 表示装置から流水検知装置又は圧力検知装置までの回路 

耐熱配線とすること。 

エ 流水検知装置又は圧力検知装置から表示器までの回路 

耐熱配線とすること。 

オ 流水検知装置又は圧力検知装置から音声警報装置までの回路 

耐熱配線とすること。 

カ 音声警報装置から補助音響装置までの回路 

耐熱配線とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第 8－14 図】 

１５ 総合操作盤 

17号告示第２第 14号において準用する省令第 14条第 1項第 12号に規定する総合操作盤は、第４章第２３総合操作

盤によること。 

ただし、特定共同住宅等のうち、監視及び制御する設備が特定共同住宅等における必要とされる防火性能を有する

消防の用に供する設備等のみで、表示装置、住棟受信機等に表示を並列することで、監視及び制御が行える場合は、

総合操作盤を設置しないことができること。 

 

１６ 特定住戸利用施設 

省令 40 号第 3 条第 4 項第 1 号ロの規定により、地階を除く階数が 10 以下の階に存する特定住戸利用施設に特定施

設水道連結型スプリンクラー設備を設置する場合は、第４章第３の４特定施設水道連結型スプリンクラー設備を準用

すること。 

備考１：蓄電池が内蔵されている場合、一次側配線 

（※1）は、一般配線として差し支えない。 

２：受信部（表示装置）の予備電源により規定容量 

が供給できる場合は、非常電源装置（※2）を 

設置しないことができる。 


